
平成 26年度実績に関する事務事業評価表

① 人
② 件
③
① 件
② 千円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

　

効  率  性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要

Ｂ

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ

目標達成度 １ 高い

評価結果 評価の理由

妥　当　性 Ａ Ａ

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

716.9% 4,954,000

５
取
組
内
容

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

申請があったものに対し審査をし助成金を交付を行った。

６
評
価

評価の視点 Ｈ25評価 Ｈ26評価 評価項目

84,000 420,000 504,000 500.0% 420,000
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 4,954,000 563,640 4,520,101 4,604,101

0.0% 1
②年間所要時間 100 20 100 120 500.0% 100

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

2,267,000
収入合計 4,534,000 479,640 3,834,000 4,100,101 754.8% 4,534,000
⑤一般財源 2,267,000 239,820 1,917,000 2,050,051 754.8%
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金 2,267,000 239,820 1,917,000 2,050,050 754.8% 2,267,000財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

支出合計（Ａ） 4,534,000 479,640 4,100,101 4,100,101 754.8% 4,534,000
⑤その他
④負担金補助及び交付金 4,534,000 479,640 4,100,101 4,100,101 754.8% 4,534,000
③工事請負費
②委託料

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
25年度 26年度 27年度

予算現額 決算額

7 
住宅改善事業の助成額 4,534 480 3,834 4,101 107.0% 4,534 

8 

住宅改善事業の申請件数 7 

成
果
指
標

住宅改善事業費の助成金の交付決定件数 7 1 

活
動
指
標

身体障害者手帳1･2級で、視覚・肢体・内部に障害をもつ者、療育手帳Aの所持者

133.3%

達成率 計画
800 

7 1 6 8 ３
指
標

指　標　名 単位
25年度 26年度

890 821 796 

27年度
計画 実績 計画 実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
在宅の重度障害者が安心安全に日常生活を送り、介護者の負担を軽減するために必要な住宅改善にかかる費用の一部を
助成する。

対　   　象 重度の在宅の障害者で住宅改善の助成を希望する者

手       段
（活動指標）

対象者からの申請に基づき交付決定し、実績報告を受け、支出する。

意       図
（成果指標）

在宅の重度障害者の自立促進、寝たきり防止及び安心して安全に日常生活を送ることができ、その介護者の負担の軽減
を図る。

基本事業名 27-３　障がい者自立支援サービスの充実 アウトソーシング導入状況 導入予定なし
根  拠  法  令 総合計画等への記載 総合計画実施計画に記載

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 1.社会福祉費
施  策  名 27　障がい者の社会参加と自立の促進 目 5.障がい者福祉費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 3.民生費
政  策  名

社会福祉課
予 算 事 業 名 障がい者住宅改善事業 係　   　名 福祉保護係
事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1005

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 障がい者住宅改善事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年 終了年度



平成 26年度実績に関する事務事業評価表

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

　

効  率  性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要

Ａ

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ

目標達成度 ２ 目標どおり

評価結果 評価の理由

妥　当　性 Ａ Ａ

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

15.6% 6,426,000

５
取
組
内
容

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

社会福祉法人３者に対し、補助金を交付した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ25評価 Ｈ26評価 評価項目

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 6,427,000 6,425,500 7,426,000 7,425,500

0.0% 1
②年間所要時間 100 100 100 100 0.0% 100

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

6,006,000
収入合計 6,007,000 6,005,500 7,006,000 7,005,500 16.7% 6,006,000
⑤一般財源 6,007,000 6,005,500 7,006,000 7,005,500 16.7%
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

支出合計（Ａ） 6,007,000 6,005,500 7,006,000 7,005,500 16.7% 6,006,000
⑤その他
④負担金補助及び交付金 6,007,000 6,005,500 7,006,000 7,005,500 16.7% 6,006,000
③工事請負費
②委託料

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
25年度 26年度 27年度

予算現額 決算額

100.0% 8 8 8 成
果
指
標

助成によって整備された施設数 7 7 

活
動
指
標

補助金の交付件数
達成率 計画
100.0% 3 

３
指
標

指　標　名 単位
25年度 26年度

3 3 4 4 

27年度
計画 実績 計画 実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要 障がい者福祉施設の整備に係る経費の一部を助成することで、施設整備を促進し、サービス基盤の整備を図る。

対　   　象 障がい者福祉施設を整備しようとする社会福祉法人等

手       段
（活動指標）

社会福祉法人等に対し、補助金を交付する。

意       図
（成果指標）

サービス基盤の整備→施設支援が必要な障がい者が支援を受けることができる。

基本事業名 27-３　障がい者自立支援サービスの充実 アウトソーシング導入状況 導入予定なし
根  拠  法  令 総合計画等への記載 総合計画に主要事業として記載

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 1.社会福祉費
施  策  名 27　障がい者の社会参加と自立の促進 目 5.障がい者福祉費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 3.民生費
政  策  名

社会福祉課
予 算 事 業 名 2.障がい者福祉施設整備事業 係　   　名 福祉保護係
事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1005

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 障がい者福祉施設整備事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和５６年度 終了年度



平成 26年度実績に関する事務事業評価表

① 件
②
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

　

効  率  性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

障害者総合支援法の施行に伴い給付費の増加が見込まれるが、適正
な給付に努める。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 不要

Ａ

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ

目標達成度 ２ 目標どおり

評価結果 評価の理由

妥　当　性 Ａ Ａ

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

3.9% 548,728,000

５
取
組
内
容

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

障がい福祉サービスを希望する障がい者に対し、支給の要否を決定し、その給付費を支払う。

６
評
価

評価の視点 Ｈ25評価 Ｈ26評価 評価項目

8,400,000 8,400,000 8,400,000 0.0% 8,400,000
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 558,048,000 499,322,075 536,882,000 518,700,383

0.0% 3
②年間所要時間 2,000 2,000 2,000 2,000 0.0% 2,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 8,400,000

138,677,500
収入合計 549,648,000 490,922,075 528,482,000 510,300,383 3.9% 540,328,000
⑤一般財源 169,608,000 117,407,730 135,602,000 136,456,139 16.2%
④その他（使用料、雑入等）

-1.5% 267,767,500
②県支出金 126,680,000 120,464,345 130,960,000 124,614,748 3.4% 133,883,000財

源
内
訳

①国庫支出金 253,360,000 253,050,000 261,920,000 249,229,496

③地方債

540,328,000
支出合計（Ａ） 549,648,000 490,922,075 528,482,000 510,300,383 3.9% 540,328,000
⑤その他 541,820,000 483,104,825 528,482,000 510,300,383 5.6%
④負担金補助及び交付金
③工事請負費
②委託料 7,828,000 7,817,250

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
25年度 26年度 27年度

予算現額 決算額

96.5% 535,535 523,840 505,420 成
果
指
標

障がい福祉サービスの給付費 469,920 478,606 

活
動
指
標

障がい福祉サービスの受給件数
達成率 計画
96.7% 6,000 

３
指
標

指　標　名 単位
25年度 26年度

6,000 5,937 6,000 5,801 

27年度
計画 実績 計画 実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
障がい福祉サービスを希望する障がい者に対し、支給の要否を決定し、支給決定者がサービスを受けた場合、その給付
費を支払うことにより自立した生活を支援する。

対　   　象 障がい福祉サービスを必要とする障がい者

手       段
（活動指標）

障がい福祉サービスを希望する障がい者に対し、支給の要否を決定し、支給決定者がサービスを受けた場合、その給付
費を支払う。

意       図
（成果指標）

必要なサービスを受けることにより、自立した生活を可能とする。

基本事業名 27-３　障がい者自立支援サービスの充実 アウトソーシング導入状況 導入予定なし
根  拠  法  令 総合計画等への記載 総合計画に主要事業として記載

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 1.社会福祉費
施  策  名 27　障がい者の社会参加と自立の促進 目 5.障がい者福祉費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 3.民生費
政  策  名

社会福祉課
予 算 事 業 名 6.障がい福祉サービス費等給付事業 係　   　名 福祉保護係
事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1005

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 障がい福祉サービス費等給付事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成18年度 終了年度



平成 26年度実績に関する事務事業評価表

① 人
② 時間
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

　

効  率  性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 不要

Ａ

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ

目標達成度 ２ 目標どおり

評価結果 評価の理由

妥　当　性 Ａ Ａ

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

10.2% 573,000

５
取
組
内
容

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

委託料（運営費補助基準額÷登録児童数×魚津市登録児童数）を支払し、当事業を委託する。

６
評
価

評価の視点 Ｈ25評価 Ｈ26評価 評価項目

252,000 252,000 252,000 0.0% 252,000
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 631,000 532,618 663,000 587,097

0.0% 1
②年間所要時間 60 60 60 60 0.0% 60

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 252,000

276,000
収入合計 379,000 280,618 411,000 335,097 19.4% 321,000
⑤一般財源 297,000 239,309 328,000 291,149 21.7%
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金 82,000 41,309 83,000 43,948 6.4% 45,000財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

支出合計（Ａ） 379,000 280,618 411,000 335,097 19.4% 321,000
⑤その他
④負担金補助及び交付金 213,000 198,000 245,000 247,200 24.8% 230,000
③工事請負費
②委託料 166,000 82,618 166,000 87,897 6.4% 91,000

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
25年度 26年度 27年度

予算現額 決算額

100.0% 100 100 100 

年間延べ実施時間数 800 

成
果
指
標

サービス利用者数/登録者数 100 100 

活
動
指
標

当該事業利用者登録数
100.0%

達成率 計画
100.0% 1 

800 800 800 800 ３
指
標

指　標　名 単位
25年度 26年度

1 1 1 1 

27年度
計画 実績 計画 実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
放課後、土曜日及び長期休暇中の障がいのある児童の遊びや生活の場を設け、障がいのある児童及び生徒の主体性や社
会性を育成すると共に保護者の介護の負担の軽減を目的とする。

対　   　象 支援学校又は中学校の支援学校に在籍する児童及び生徒で、本事業の利用を登録した者のうち、魚津市に住民票を有する者。

手       段
（活動指標）

放課後、土曜日及び長期休暇中、指導員（保育士、児童指導員、看護師もしくは養護学校教員等の資格を有する者または障が
いのある児童の指導に知識経験を有すると認められる者）を配置し、学校の空き教室等で障がいのある児童を指導する。

意       図
（成果指標）

障がいのある児童及び生徒及び生徒が安心して遊び、生活する場を設けることにより、障がいのある児童の主体性や社
会性を育成する。

基本事業名 27-３　障がい者自立支援サービスの充実 アウトソーシング導入状況 導入済（業務委託）
根  拠  法  令 総合計画等への記載 総合計画に主要事業として記載

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 1.社会福祉費
施  策  名 27　障がい者の社会参加と自立の促進 目 5.障がい者福祉

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 3.民生費
政  策  名

社会福祉課
予 算 事 業 名 障がい児わくわく子育て支援事業 係　   　名 福祉保護係
事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1005

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 障がい児わくわく子育て支援事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成15年度 終了年度



平成 26年度実績に関する事務事業評価表

① 人
② 人
③
① ％
② 円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

　

効  率  性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 不要

Ａ

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ

目標達成度 ２ 目標どおり

評価結果 評価の理由

妥　当　性 Ａ Ａ

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

25.5% 55,899,000

５
取
組
内
容

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

障がい福祉サービスを希望する障がい児に対し、支給の要否を決定し、その給付費を支払う。

６
評
価

評価の視点 Ｈ25評価 Ｈ26評価 評価項目

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 39,918,000 39,292,135 51,375,000 49,303,201

0.0% 1
②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

13,769,000
収入合計 38,238,000 37,612,135 49,695,000 47,623,201 26.6% 54,219,000
⑤一般財源 9,774,000 9,344,145 12,638,000 11,065,560 18.4%
④その他（使用料、雑入等）

165.9% 26,967,000
②県支出金 9,488,000 18,976,500 12,352,000 11,852,641 -37.5% 13,483,000財

源
内
訳

①国庫支出金 18,976,000 9,291,490 24,705,000 24,705,000

③地方債

54,189,000
支出合計（Ａ） 38,238,000 37,612,135 49,695,000 47,623,201 26.6% 54,219,000
⑤その他 38,208,000 37,582,735 49,665,000 47,623,201 26.7%
④負担金補助及び交付金
③工事請負費

30,000
②委託料

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 30,000 29,400 30,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
25年度 26年度 27年度

予算現額 決算額

100.0% 100 
障がい児通所給付費 38,238,000 37,165,963 40,630,000 47,410,567 116.7% 52,000,000 

100 100 

障がい児通所支援の受給者数 42 

成
果
指
標

障がい児通所支援の受給者数／障がい児通所支援の希望者数 100 100 

活
動
指
標

障がい児通所支援の希望者数
105.0%

達成率 計画
105.0% 46 

46 40 40 42 ３
指
標

指　標　名 単位
25年度 26年度

42 40 40 42 

27年度
計画 実績 計画 実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
障がい児通所支援を希望する障がいのある児童の保護者に対し給付の要否を決定し、児童がサービスを受けた場合、そ
の給付費を支払い、障がいのある児童が地域社会で安心して生活するための支援を行う。

対　   　象 障がい児通所サービスを必要とする児童及びその保護者

手       段
（活動指標）

障がい児通所支援を希望する障がいのある児童の保護者に対し給付の要否を決定し、児童がサービスを受けた場合、そ
の給付費を支払う。

意       図
（成果指標）

必要なサービスを受けることにより、障がいのある児童が地域で安心して暮らせる。

基本事業名 27-３　障がい者自立支援サービスの充実 アウトソーシング導入状況 導入予定なし
根  拠  法  令 総合計画等への記載 総合計画に主要事業として記載

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 2.児童福祉費
施  策  名 27　障がい者の社会参加と自立の促進 目 5.児童発達支援費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 3.民生費
政  策  名

社会福祉課
予 算 事 業 名 障がい児通所支援事業 係　   　名 福祉保護係
事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1005

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 障がい児通所支援事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成24年度 終了年度



平成 26年度実績に関する事務事業評価表

① 人
② 人
③
① 円
② 円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

　

効  率  性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 不要

Ａ

コスト効率 ２ 普通 医療費のうちの自己負担額を軽減する事業である。

実施主体の適正化 １ 適正である 市が主体となって行う事業である。

負担割合の適正化 １ 適正である

類似事業の有無 １ なし 類似事業はなし

上位施策への貢献度 １ 高い 真に必要な医療費を支給することは、上位施策の達成に結びつく。

総合計画の目指す姿と目的が同じである。

対象の妥当性 １ 妥当である 医療が必要な者を対象としている。

有  効  性 Ａ Ａ

目標達成度 ２ 目標どおり

評価結果 評価の理由

妥　当　性 Ａ Ａ

自治体関与の妥当性 １ 妥当である 行政が主体となって取り組む事業である。

目的の妥当性 １ 妥当である

-2.3% 20,120,000

５
取
組
内
容

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

申請があった者に対し、適切に判定を行い、医療費を支給した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ25評価 Ｈ26評価 評価項目

840,000 840,000 840,000 0.0% 840,000
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 12,489,000 10,802,110 12,675,000 10,556,059

0.0% 1
②年間所要時間 200 200 200 200 0.0% 200

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000

4,970,000
収入合計 11,649,000 8,703,000 11,835,000 9,716,059 11.6% 19,280,000
⑤一般財源 2,946,000 3,105,000 2,501,059
④その他（使用料、雑入等）

-17.1% 9,540,000
②県支出金 2,901,000 2,901,000 2,910,000 2,405,000 -17.1% 4,770,000財

源
内
訳

①国庫支出金 5,802,000 5,802,000 5,820,000 4,810,000

③地方債

19,280,000
支出合計（Ａ） 11,649,000 9,962,110 11,835,000 9,716,059 -2.5% 19,280,000
⑤その他 11,649,000 9,962,110 11,835,000 9,716,059 -2.5%
④負担金補助及び交付金
③工事請負費
②委託料

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
25年度 26年度 27年度

予算現額 決算額

58.4% 2,640,000 
更生医療公費負担額 10,344,000 8,502,252 9,000,000 8,079,992 89.8% 9,000,000 

2,640,000 1,541,853 

更生医療支給決定者数 50 

成
果
指
標

育成医療公費負担額 1,260,000 1,340,195 

活
動
指
標

育成医療支給決定者数
100.0%

達成率 計画
70.0% 20 

50 54 50 50 ３
指
標

指　標　名 単位
25年度 26年度

20 21 20 14 

27年度
計画 実績 計画 実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要 心身の障がいを除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額を軽減する(育成医療・更生医療)。

対　   　象 身体障害者手帳取得者または身体に障がいを有する児で、障がいを除去・軽減する治療により確実に効果が期待できる者

手       段
（活動指標）

申請書・医師意見書の内容を精査して判定し、所得に応じて医療費を公費負担する。

意       図
（成果指標）

障がいを除去・軽減するために必要な治療を受けることができる。

基本事業名 27-３　障がい者自立支援サービスの充実 アウトソーシング導入状況 導入予定なし
根  拠  法  令 障害者総合支援法 総合計画等への記載 総合計画実施計画に記載

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 1.社会福祉費
施  策  名 27　障がい者の社会参加と自立の促進 目 5.障がい者福祉費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　穏やかで笑顔あふれるまち 款 3.民生費
政  策  名

社会福祉課
予 算 事 業 名 自立支援医療費支給事業 係　   　名 福祉保護係
事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1077

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 自立支援医療費支給事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成5年 終了年度


